
１ 当初予算（要求）額（千円）

３ 事業概要
阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成７年に策定した県有建築物の耐震に関する基本
事項と耐震補強工事年次計画に基づき、耐震補強工事の実施に向けた補強計画策定を行う。

４ 施策の効果
補強計画策定により、耐震補強工事方法及び耐震補強工事後の建物利用についての判断
が可能となり、実施設計・耐震補強工事の速やかな進行を図ることができる。
○耐震補強計画策定一覧表 （単位：棟）

注）平成７年～１４年度は実績棟数
５ 要求の内容
耐震補強工事年次計画に沿って、実施設計、耐震補強工事の速やかな進行を図るため、
平成１５年度においては 平成１６年度耐震補強工事予定分の調査を完了するための調査
を行う。

６ 決定内容

所 属 基盤整備部 公共建築課

担当(係)名 県有施設耐震
対策担当

内 線 ３６５６

（款）２総務費 （項）１総務管理費 （目）(9)財産管理費

（明細書事業名)○財産管理費
県有施設耐震調査事業

１１，８６６

２ 当初予算（決定）額（千円） 【財源内訳】

１１，８５０ 国 庫
0
県 債
0
一般財源
11,850

その他
0（前年度 １７，０００）

計画棟数 平成７～１２ １３ １４ １５ １６～

２３９ １１８ １３ １３ ７ ８８

・耐震補強計画策定委託費
・県有施設耐震検討委員会等開催費

１０，８５０千円
１，０１６千円

・耐震補強計画策定委託費
・県有施設耐震検討委員会等開催費

１０，８５０千円
１，０００千円


